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■ 用語の解説                    

  用語 説明 

あ 

ＩｏＨＨ（アイオーエイチ

エイチ） 

Internet of Human Health の略。健康データをインターネッ

ト上に蓄積し、蓄積データに基づいた適切なアドバイスを施

すことで、健康の維持促進、疾病の防止と早期発見の実現を

目指すＩＣＴを活用した健康増進構想 

ＩｏＴ（アイオーティー） 

Internet of Things の略。あらゆるモノがインターネットに

繋がり、情報のやり取りをすることで、モノのデータ化やそ

れに基づく自動化等が進展し、新たな付加価値を生み出すと

いうもの 

ＩＣＴ（アイシーティー） 
Information and Communication Technology の略で、情報通

信技術一般の総称 

い 

イノベーション 

「技術」「科学」「研究」における新しいアイデアや発見・

発明などをきっかけとして、新しい「モノ」や「仕組み」な

どを創造して新しい「価値」を生み出すこと 

イノベーション・エコシス

テム 

産官学にわたる多様な組織が相互に協働、競争を続け、イノ

ベーションを誘発するように働くシステム 

インキュベート機関 
設立して間もない企業や起業家などへの支援・育成を行う機

関 

え 

ＡＩ（エーアイ） 

Artificial Intelligence の略で、いわゆる人工知能。具体

的には、人間の脳が行っている記憶・推論・判断・学習など

の知的機能をコンピューターで代行できるようにモデル化さ

れたソフトウエアやシステム 

ＳＤＧｓ（エスディージー

ズ） 

Sustainable Development Goals の略で、持続可能な開発目

標。2001 年に策定されたミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の

後継として、2015 年９月の国連サミットで採択された「持続

可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載された 2016

年から 2030 年までの国際目標 

エビデンス （科学的な）裏付け 

お 

オープンイノベーション 

自社だけでなく他社や大学など外部機関が持つ技術やアイデ

アなどを組み合わせ、革新的なビジネスモデルや製品・サー

ビス開発に繋げるイノベーションの方法 

オープンラボ 外部の企業などが利用できる開放型の研究施設 

か 

科学技術イノベーション 

科学的な発見や発明等による新たな知識を基にした知的・文

化的価値の創造と、それらの知識を発展させて経済的、社会

的・公共的価値の創造に結び付ける革新のこと 

科学技術活動 
研究や研究成果の展開、人材育成など科学技術に係る活動全

般のこと 
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 用語 説明 

か 
科学の甲子園 

科学の甲子園ジュニア 

科学に関する知識・技能を競い合う場。高校生を対象とした

「科学の甲子園」と中学生を対象とした「科学の甲子園ジュ

ニア」がある 

神奈川Ｒ＆Ｄネットワーク

構想 

世界トップレベルの大企業、技術力のある中小企業、理工系

大学、公的試験研究機関の立地・集積を生かし、神奈川の産

学公技術連携を促進することで、高付加価値型産業の創出を

目指す構想 

かながわ産学公連携推進協

議会 

企業の課題に応じ、参加大学等から最適な研究者や研究シー

ズの紹介等を行う任意団体 

神奈川産業振興センター 
中小企業の起業から経営・資金調達までを総合的にサポート

する公益財団法人。略称、ＫＩＰ 

神奈川版オープンイノベー

ション 

生活支援ロボット等を最短期間で商品化するための、専門家

のコーディネート等により、企業や大学等の各機関がもつ資

源を最適に組み合わせて研究開発を促進する取組 

き 
競争領域 

大学等や民間企業がそれぞれの立場から利益の獲得を目指す

実用化・事業化領域 

く 
ＧＸ（グリーントランスフ

ォーメーション） 

産業革命以来の化石燃料中心の経済・社会、産業構造をクリ

ーンエネルギー中心に移行させ、経済社会システム全体を変

革すること 

グローカル 
グローバル（Global：地球規模の、世界規模の）とローカル

（Local：地方の、地域的な）を掛け合わせた言葉 

け 
ゲノム 

個別の生物が持つ全ての遺伝情報のセット。生物の発生・成

長・生命維持に必要となる細胞・個体の設計図 

研究シーズ 将来花開き実を結ぶ可能性の高い研究の種 

健康情報等プラットフォー

ム 

健康に関する情報等を蓄積し、蓄積した情報を県民や行政、

企業等の様々な主体が適切に利用できる、神奈川県が構築し

た基盤 

こ 

国際評価技術センター 

新たに開発される技術や製品の信頼性の向上に資するため

の、事実上の国際標準となり得る評価法を開発し、新技術や

新製品の性能を評価する、産技総研内に設置するセンター 

国際標準化 
グローバルな経済活動を促進するために、国際的に共通な基

準を定めること 

コホート研究 

ある集団を追跡して、その集団からどのような疾病が発生

し、また健康状態が変化したかなどを観察して、各種要因と

の関連を明らかにしようとする研究 

さ サイエンスパーク 

産業都市を目指す地域のインフラ。世界的な技術・事業競争

やイノベーションを追求する企業や大学、研究機関を政策的

に誘致、集積させ、そこからまた新産業の担い手となる研究

者や企業を生み出すエコシステムを有する 
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 用語 説明 

し 

ジオパーク 

大地の公園のことで、地形や地質などを土台として、その上

で育まれた生態系や歴史・文化との繋がりを楽しく学習する

ことができる場所 

シックハウス 

建物の高気密化や化学物質を放散する建材、家具などの使用

により、室内空気中の化学物質が増加し、居住者や利用者に

体調不良が生じている状態 

重粒子線治療 

陽子と比べて約12倍の質量がある炭素イオンを光の速さのお

よそ 70％まで加速し、からだの奥のがん細胞に照射する放射

線治療の１つ 

新型コロナウイルス 

新型コロナウイルス感染症「ＣＯＶＩＤ－19」という病気を

引き起こす病原体であり、病原体の名称は「ＳＡＲＳ－ＣＯ

Ｖ－２」であるが、日本では「新型コロナウイルス」と呼ば

れている 

人文科学 

政治・経済・社会・歴史・文芸・言語など、人類の文化全般

に関する学問の総称。狭義には、自然科学・社会科学に対し

て、歴史・哲学・言語などに関する学問をいう 

す スーパーサイエンスハイス

クール（ＳＳＨ） 

文部科学省が指定・支援する、将来の国際的な科学技術人材

を育成するための先進的な理数系教育を実施する高等学校等 

スタートアップ 新設会社、新規事業、ベンチャー企業などを指す 

せ 
生活支援ロボット 

人の生活と同じ空間で、福祉、清掃など様々な用途に使用さ

れるロボット 

た 

脱炭素社会 

二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排出量」※か

ら、植林、森林管理などによる「吸収量」※を差し引いて、

合計を実質的にゼロにする、カーボンニュートラルを達成し

た社会のこと 

※人為的なもの 

て 
デジタル田園都市国家構想 

デジタル技術の活用により、地域の個性を生かしながら、地

方を活性化し、持続可能な経済社会を目指す構想 

ＤＸ（デジタルトランスフ

ォーメーション） 

企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタ

ル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサー

ビス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのもの

や、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優

位性を確立すること 

ひ 
ビッグデータ 

ＩＣＴの進展により、生成・収集・蓄積等が可能・容易にな

る多種多量のデータ 
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 用語 説明 

ひ 

ヒューマンサービス 

保健・医療・福祉が、人間の直面する多様な問題に全人的に

対応し、その成長発達を支援するサービスがそれぞれ固有の

機能と役割を果しながら、専門間の調整を図り、包括的共同

目標に向けて連携と両立可能性を深め、誰をも排除すること

なく利用者主体のサービスに統合し実践性を孕む理念・方

法・システムを構築して、市民参加のコミュニティを基盤と

する人間と人類の幸福を追求する新しい文化の創造を目指す

パラダイム 

ま マイＭＥ-ＢＹＯカルテ 健康管理が簡単、安心、便利にできるアプリケーション 

マスギャザリング 
一定期間、限定された地域において、同一目的で集合した多

人数の集団 

み 未病産業 未病に関連する商品やサービスなどを提供する産業 

ＭＥ-ＢＹＯリビングラボ

推進事業 

市町村や大学と連携し、未病関連商品・サービスを実証する

場や実証結果を科学的に評価する仕組みの構築に取り組む事

業 

め 
免疫療法（アレルゲン免疫

療法） 

アレルギー疾患の原因であるアレルゲンを投与していくこと

により、アレルゲンに暴露された場合に引き起こされる関連

症状を緩和する治療法 

も 

ものづくりカフェ 

専門家と一般の市民が飲み物片手に気軽に科学の話題などを

語り合う、講演会でもシンポジウムでもない、新しいコミュ

ニケーションの場として開催するイベント 

ものづくりギャラリー 

川崎図書館における所蔵資料の紹介と利用の促進を目的とし

て、ものづくりや川崎図書館の事業に関する様々な展示を行

うギャラリー 

ら 
ライフイノベーション

センター 

新しい医療であり、成長が期待される「再生・細胞医療分

野」を中心とした、研究開発から事業化に向けた取組を、県

と民間の共同プロジェクトとして推進する拠点 

り 
臨床研究 

病気の解明や治療法の確立などの人を対象とする医学研究の

こと 

臨床試験 
医薬品や医療機器について人での効果と安全性を調べる手続

きのうち、人における試験のこと 

れ 

レギュラトリーサイエンス 

最新の医薬品や医療機器の実用化と普及のために必要とな

る、安全性（人体に害がないか）と有効性（狙った病気に対

して効果があるか）などについて科学的に評価を行う手法の

こと 

レッドデータブック 

絶滅のおそれのある生物種をとりあげ、自然の保護における

優先順位を決定する手助けとなる、種の分布や生息状況など

の情報をまとめた本 

レファレンスサービス 
利用者から質問・相談を受け、図書館などが調査・研究に必

要な資料や、調査方法などを紹介するサービス 
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■ 策定に係る検討経過                

１ 主な検討経過 

基本的考え方  令和４年２月２日 第42回神奈川県科学技術会議 

骨子案         ５月27日 第43回神奈川県科学技術会議 

７月28日 「骨子案」に関する県民意見募集（８月28日まで） 

 

素 案         ８月31日 第44回神奈川県科学技術会議 

９月16日 「素案」に関する県民意見募集（10月16日まで） 

 

大綱(案)        12月19日 県議会令和４年第３回定例会で議決 

大綱の策定       12月   新たな「神奈川県科学技術政策大綱」の策定 

 

２ 県民意見募集等の概要 

(1) 実施期間 

骨子案 令和４年７月28日から８月28日まで 

素 案  令和４年９月16日から10月16日まで 

 

(2) 結果概要 

骨子案 

総件数：49件                          

区  分 件数(件) 

１：生活・環境 ７ 

２：産業 ７ 

３：人材育成・共創の場 26 

４：全般・その他 16 

合  計 56＊ 

 ＊１から３の分類にまたがる意見が７件あったため、述べ件数は56件となっています。 

 

素 案 

総件数：213件                          

区  分 件数(件) 

１：生活・環境 28 

２：産業 23 

３：人材育成・共創の場 66 

４：全般・その他 105 

合  計 222＊ 

 ＊１から３の分類にまたがる意見が９件あったため、述べ件数は222件となっています。 
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■ 県試験研究機関等の紹介              

本県の試験研究機関等は、生活環境の安全確保、農産物などの品種開発、中小

企業に対するものづくり支援など、地域に密着し、県民に開かれた機関として活

動しています。「地域現場に密着した研究を重視」「県民の安全・安心を守る」

など、国の研究機関等の研究開発とは異なる役割を担っています。 
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  ①温泉地学研究所  
○ 有史以来、繰り返し被害を引き起こしてきたにも関わらずいまだ

に明らかとなっていない県西部地域における被害地震像の解明、

および火口エリアの景観が観光の目玉の一つとなっている箱根山

の水蒸気噴火の予測に向けた調査研究に取り組んでいます。 

○ 県民の暮らしや産業を支えている地下水や温泉の保全と有効

利用に関わる調査研究に取り組んでいます。 

②環境科学センター 
○ 海洋中のマイクロプラスチックは、PCBなどの汚染物質を吸着・

濃縮し、海流によって遠隔地まで移動することや海洋生物が摂食

するなど生態系への影響が懸念されています。当センターでは、

これを喫緊かつ重点的に取り組む課題として、相模湾沿岸域にお

けるマイクロプラスチック汚染の実態調査を実施しています。 

○ 環境の状況を的確に把握するため、環境法令に基づく大気、水

質等の常時監視を行っています。 

○ 地域の環境活動を促進するため、中心的役割を果たす環境学

習リーダー等の育成・支援を実施しています。 

③自然環境保全センター  
○ 「丹沢ブナ林再生指針」に基づき実施している再生事業の総合

モニタリング・効果検証を行い、再生技術の改良など、ブナ林再

生事業の順応的な推進に取り組んでいます。 

○ 水源環境保全・再生施策に係る間伐やシカ対策などの整備事

業が、水源かん養機能の維持向上、森林生態系の健全化・生物

多様性の向上に及ぼす効果についてモニタリング・効果検証を行

うとともに、水源林整備に関する技術開発に取り組んでいます。 

○ 花粉症対策苗木の安定した生産・供給のため、無花粉スギ生産

の効率化及び雄性不稔の無花粉ヒノキ選抜を目指した技術開発

に取り組んでいます。 

④農業技術センター  
○ 限られた施設面積でも自立的な経営ができる都市型スマート農

業の実現を目指し、ICT機器類を活用してトマト等の生育に適した

施設内環境を維持する制御技術の開発を行っています。 

○ 重要害虫の侵入を防ぐ赤色防虫ネットと忌避剤を開発し、化学

合成農薬に依存しない総合的な害虫防除技術を開発するなど、

農業生産の環境負荷を軽減する技術に取り組んでいます。 

○ 当センターが開発したニホンナシのジョイントV字トレリス樹形を

もとに、省力性の向上と運搬、防除、除草、収穫作業のロボット化

により、年間労働時間を50％削減するニホンナシの次世代超省

力、自動化栽培体系の開発を大学、メーカーと進めています。 

大涌谷噴気孔における温度測定 

マイクロプラスチック 

丹沢山地（檜洞丸）における

大気・気象観測施設 

 

①ＩＣＴ技術を活用した試験研究温室 

②環境モニター室  ③栽培の様子  

④作業の様子 

② 

① ④ 

③
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腫瘍化細胞（形質転換フォーカス） 

⑥水産技術センター 
○ 市場単価が高いトラフグは、漁業者からも種苗放流による資源

増大を望む声が多いです。当センターでは、毎年数万尾のトラフ

グの種苗を安定的に生産する技術の開発を進めており、種苗放

流に伴い漁獲量が増加するなどの成果が出始めています。 

○ マグロに含まれるセレノネインは、極めて強い抗酸化物質であ

り、生活習慣病や老化予防、スポーツ選手の運動機能の改善や

疲労回復効果が期待されます。マグロの継続摂食により、セレノネ

インの血中蓄積やアンチエイジング効果等について検証していま

す。 

○ アイゴやウニ類の食害等を受けて海藻が消失する磯焼けの対策

として、食害を受ける前に成熟し次の世代の発生が期待できる早

熟なカジメの人工増殖を可能にするため、培養及び海域での展

開技術を確立します。 

⑦衛生研究所 
○ 当所で開発したBhas42細胞形質転換試験法は、世界で唯一、

国際認定されたインビトロ非遺伝毒性発がん性（NGTxC）試験法

です。当該試験法はOECDの NGTxC･IATA（非遺伝毒性発がん

性試験の実施と評価のための戦略的統合方式）の試験法として

プロジェクトに参画しており、大学および国の研究機関との共同研

究によるメカニズム解析等も行っています。 

○ 県内における結核の感染拡大防止のためには感染経路を把握

することが重要ですが、実地疫学では限界があります。当所では

分子疫学解析として県内で分離された結核菌のVariable Number 

of Tandem Repeat (VNTR)型別や全ゲノム配列を用いたSNP解析

を実施し、感染経路の解明に取り組んでいます。 

⑤畜産技術センター 
○ 都市の中にある本県の畜産業が経営を継続するためには、生

産性を高めながら、環境問題を克服することが極めて重要です。

当センターでは、畜舎内の環境を制御し、微生物脱臭装置を備

えた環境制御型豚舎の実証試験、畜舎等の臭気を離れた場所ま

で拡散する原因となる粉じんの低減方法など、環境に配慮しなが

ら効率的な生産体制を実現するための実証研究に取り組んでい

ます。 

○ 夏季の高温による暑熱ストレスは、家畜の生産性を著しく低下さ

せる原因となっています。授乳期母豚の暑熱ストレス低減のため

の簡易な豚房の改良方法の開発、機能性素材を活用した採卵鶏

の夏季の生産性低下の抑制方法等について研究を実施し、地球

温暖化に対応するための技術開発に取り組んでいます。 

トラフグ 

溶 媒 
対照群 

非遺伝毒性 
発がん物質 

処理群 

暑熱ストレスを軽減する豚房 

環境制御型豚舎 
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⑧（地独）県立産業技術総合研究所 
○ 「デジタル変革」に対応した多様な協創と革新的な価値の創造

へ向け、AIを活用した生産性向上や新たなサービスの創出、鍛造

等の加工シミュレーション、材料評価試験の解析・検証等、デジタ

ル技術を活用した支援を行っています。 

○ 軽量、フレキシブルで発電効率が高く、製造コストの低減が期待

される次世代の太陽電池に関する技術開発を推進するとともに、

EVシフト等に対応するため、高強度軽量材料、パワー半導体材

料、電池材料等の開発への技術支援を行っています。 

○ 新型コロナウイルスの感染拡大により影響を受ける県内経済・産

業の回復と、持続可能な健康長寿社会の実現に向け、殿町地区

を中心としたライフサイエンス系研究開発を推進し、再生医療・細

胞医療等に関する評価法の研究開発等を行っています。 
ペロブスカイト太陽電池（PSC） 

⑨県立保健福祉大学 
大学院ヘルスイノベーション研究科 

○ 保健・医療・福祉に関わる広い知識を持ち、技術や社会システ

ムのイノベーションを担う高度な専門人材を育成しています。スタ

ートアップの持続的な創出に向け、起業を志す学生に寄り添った

伴走支援を行っています。 

○ 県と連携した「新型コロナウイルス感染者情報分析EBPMプロジ

ェクト」を実施し、予測モデルの開発による、地域別の療養者等の

予測を可能にしたほか、下水中の新型コロナウイルス遺伝子の検

出による感染状況の把握を令和３年11月から実施しています。 

○ 県と連携して国保データベース等の解析や集計結果の公表を

行うとともに、市町村向けに健康増進事業改善のための知見の提

供を行っています。また、未病指標の精緻化に向け、未来予測機

能の実装等を目的とした調査を行っています。 

⑩（地独）県立病院機構（県立がんセンター） 
○ がんの悪性形質や治療抵抗性獲得の分子基盤を理解し、基礎

から臨床に発展させ、臨床の問題点を基礎に還元し、新たながん

医療の開発に貢献する研究を実施しています。特に、がんゲノム

医療の精緻化、がん免疫療法の科学的根拠の構築と適用拡大の

研究を実施しています。 

○ 病院と連携し、手術切除したがん組織や患者血液、ゲノムDNA

のバイオバンクを構築しています。また、がん組織のオルガノイド

培養など、がん治療研究のプラットフォーム形成を行っています。 

○ 県におけるがんの発生とがんによる死亡の情報を集め、がん対

策などの施策に役立てています。また、生活習慣やゲノム情報な

どを調査した住民集団を追跡し、がんを含む病気の発生との関係

解明や予防のための研究（ゲノムコホート研究）を行っています。 

 

未病指標実証の様子 

がん組織のオルガノイド培養 
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連絡先一覧 

機 関 名 所 在 地 電話番号 

①温泉地学研究所  〒250-0031 小田原市入生田586  0465-23-3588 

②環境科学センター  〒254-0014 平塚市四之宮1-3-39  0463-24-3311 

③自然環境保全センター  〒243-0121 厚木市七沢657  046-248-0323 

④農業技術センター（本所） 

  横浜川崎地区事務所 

  北相地区事務所 

  三浦半島地区事務所 

  足柄地区事務所 

（研究課） 

    （普及指導課） 

〒259-1204 平塚市上吉沢1617  

〒226-0015 横浜市緑区三保町2076 

〒252-0176 相模原市緑区寸沢嵐620-2 

〒238-0111 三浦市初声町下宮田3002 

 

〒250-0024 小田原市根府川574-1 

〒258-0021 足柄上郡開成町吉田島2489-2 

（足柄上合同庁舎内） 

0463-58-0333 

045-934-2374 

042-685-0203 

046-888-3385 

 

0465-29-0506 

0465-83-5111 

⑤畜産技術センター  〒243-0417 海老名市本郷3750  046-238-4056 

⑥水産技術センター（本所）  

内水面試験場 

相模湾試験場 

〒238-0237 三浦市三崎町城ケ島養老子  

〒252-0135 相模原市緑区大島3657 

〒250-0021 小田原市早川1-2-1 

046-882-2311 

042-763-2007 

0465-23-8531 

⑦衛生研究所  〒253-0087 茅ヶ崎市下町屋1-3-1  0467-83-4400 

⑧（地独）県立産業技術総合

研究所（海老名本部） 

  溝の口支所 

 

  殿町支所 

〒243-0435 海老名市下今泉705-1  

 

046-236-1500 

〒213-0012 川崎市高津区坂戸3-2-1かながわサイ

エンスパーク内 

044-819-2030 

〒210-0821 川崎市川崎区殿町3-25-13 

川崎生命科学・環境研究センター（LiSE）内 
― 

⑨県立保健福祉大学 

  大学院ﾍﾙｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ研究科 

〒210-0821 川崎市川崎区殿町3-25-10 044-589-8100 

⑩（地独）県立病院機構 

  県立がんセンター 

〒231-0005 横浜市中区本町2-22京阪横浜ビル４階 045-651-1229 

〒241-8515 横浜市旭区中尾2-3-2 045-520-2222 

神奈川県庁 〒231-8588 横浜市中区日本大通１ 045-210-1111 
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■ 県試験研究機関等の代表的な成果          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組一覧 

研 究 分 野 機 関 名 研究テーマ（表題番号） 

防災・減災 温泉地学研究所 富士山噴火降灰シミュレーション等の研究

（１－１） 

防災・減災 温泉地学研究所 県西部地域における地震活動の全体像等の

解明（１－２） 

防災・減災 温泉地学研究所 神奈川県全域を対象とした地盤変動マップ

の作製（１－３） 

環境技術 環境科学センター 相模湾沿岸漂着マイクロプラスチックの発

生源の解明（２－１） 

環境技術 環境科学センター 環境ＤＮＡを用いた生物多様性調査手法の

確立（２－２） 

環境技術 環境科学センター 有機汚染物質（ＰＯＰｓ）等の化学物質の

モニタリング手法に関する研究（２－３） 

環境技術 自然環境保全センター 無花粉スギ・無花粉ヒノキの発見から生産

に関する研究（３－１） 

環境技術 自然環境保全センター 水源林整備に関する技術開発（３－２） 
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研 究 分 野 機 関 名 研究テーマ（表題番号） 

環境技術 自然環境保全センター、

環境科学センター、農業

技術センター 

丹沢山地のブナ林再生事業に係る大気・気

象モニタリング（３－３） 

食関係技術 農業技術センター ナシ樹体ジョイント栽培（４－１） 

環境技術／食関係技術 農業技術センター 環境に配慮した害虫防除技術の開発（４－

２） 

食関係技術／ＡＩ・Ｉｏ

Ｔ／ロボット 

農業技術センター ＩＣＴやロボット技術等を活用したスマー

ト農業技術の開発（４－３） 

環境技術／食関係技術 農業技術センター 県オリジナル品種の育成と地域に適した品

種の選定（４－４） 

環境技術／食関係技術 畜産技術センター 畜舎臭気の脱臭技術の実証（５－１） 

食関係技術 畜産技術センター 優良後継牛の計画的な生産の実証（５－

２） 

食関係技術 畜産技術センター 飼料用ダイズと牧草の二毛作の確立（５－

３） 

環境技術／食関係技術 畜産技術センター 県産原材料主体のかながわ鶏専用飼料の開

発（５－４） 

食関係技術 畜産技術センター 家畜福祉に配慮した改良型採卵鶏ケージの

開発（５－５） 

食関係技術 水産技術センター ＤＮＡ分析によるトラフグ放流種苗の天然

資源への波及効果の解明（６－１） 

食関係技術／未病 水産技術センター セレノネインの栄養生理機能を活かした魚

食の有効性（６－２） 

環境技術／脱炭素／食関

係技術 

水産技術センター 
早熟なカジメの人工培養（６－３） 

環境技術／食関係技術 水産技術センター 東京湾貧酸素水塊対策研究（６－４） 

環境技術／食関係技術 水産技術センター 三浦の流通規格外野菜を活用したムラサキ

ウニの短期養殖技術開発（６－５） 

食関係技術 水産技術センター 病気に強いヒラメの品種開発（６－６） 

最先端医療 衛生研究所 発がん性予測試験法の国際標準化（７－

１） 

食関係技術／最先端医療 衛生研究所 高感度アレルギー試験法の開発（７－２） 

最先端医療 衛生研究所 新型コロナウイルス感染症の診断技術開発

研究（７－３） 

最先端医療 衛生研究所 電磁波活用のための国際標準化試験法の開

発（７－４） 
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■ 本県の科学技術イノベーションの主な取組      

「healthTECH JAPAN×ME-BYO Japan 2022（10 月 12 日から 14 日までパシフィコ横浜

にて開催）」展示パネルから抜粋 
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■ 県内の国立研究開発法人一覧            

  

名称 所在地 概要 

情報通信研究 

機構 
横須賀市 

 情報通信研究機構は、情報通信分野を専門とする唯一

の公的研究機関として、情報通信技術（ＩＣＴ）の研究

開発を推進するとともに、情報通信事業の振興業務を実

施しています。 

 横須賀市にあるワイヤレスネットワーク研究センター

では、あらゆる状況下で人やモノが柔軟かつ確実に繋が

り、周波数資源やエネルギー資源を有効に利用できる無

線通信技術の研究開発に取り組んでいます。  

理化学研究所 横浜市鶴見区 

 理化学研究所は、日本で唯一の自然科学の総合研究所

として、物理学、工学、化学、生物学、医科学などに及

ぶ広い分野の研究を進めています。 

 横浜キャンパスでは、私たちの生存の基盤である生命

と環境について、総合的な理解を深める研究を行うとと

もに、その成果の普及、地域との連携などにも取り組ん

でいます。 

宇宙航空研究 

開発機構 
相模原市中央区 

 宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）は、政府全体の宇

宙開発利用を技術で支える中核的実施機関と位置付けら

れ、同分野の基礎研究から開発・利用に至るまで一貫し

て行っています。 

 宇宙科学研究所の本拠地である相模原キャンパスで

は、太陽の活動や月・惑星、ブラックホール、銀河の成

り立ちなど、宇宙に関するさまざまな謎に迫る学術研究

をしており、ロケット・人工衛星・探査機と、そこに搭

載する機器の開発や試験を行う施設などがあります。 

海洋研究開発 

機構 

(本部) 

横須賀市 

(横浜研究所) 

横浜市金沢区 

 海洋研究開発機構（ＪＡＭＳＴＥＣ）は、我が国にお

ける海洋科学技術の総合的な研究機関です。 

 機構では、海洋資源研究開発、海洋・地球観測変動研

究開発、海域地震発生帯研究開発、海洋生命理工学研究

開発、海底下深部に挑む総合海洋掘削科学、シミュレー

ション研究等の先端的情報科学、海洋に関する研究基盤

の技術開発等の課題に取り組んでいます。また、横浜研

究所に、スーパーコンピュータ「地球シミュレータ」等

世界最高レベルの計算機システムを設置し、研究開発に

活用しています。 
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名称 所在地 概要 

森林研究・整備

機構 
川崎市幸区 

 森林研究・整備機構は、森林及び林業に関する総合的

な試験及び研究、林木の優良な種苗の生産及び配布、水

源を涵養するための森林の造成等、森林保険の運営を行

っています。 

 川崎市にある森林整備センターでは、全国の水源地域

で水を育む森林の造成等を、森林保険センターでは火

災、気象災、噴火災による森林の損害を補償する保険の

運営を行っています。 

水産研究・教育

機構 

（本部・開発調査

センター） 

横浜市神奈川区 

（水産資源研究

所） 

横浜市金沢区 

 水産研究・教育機構は、日本で唯一の水産に関する総

合的な研究開発機関として水産物の安定供給の確保と水

産業の発展に役立つ幅広い研究開発に取り組むととも

に、水産業を担う中心的存在となる人材の育成を行って

います。 

 金沢区にある水産資源研究所では、水産資源の適切な

管理と水産業の成長産業化への科学的基礎となる資源評

価などの研究に取り組んでいます。 

新エネルギー・

産業技術総合 

開発機構 

川崎市幸区 

 新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）

は、持続可能な社会の実現に必要な技術開発の推進を通

じて、イノベーションを創出する日本最大級の公的研究

開発マネジメント機関です。 

 リスクが高い革新的な技術の開発や実証を行い、成果

の社会実装を促進する「イノベーション・アクセラレー

ター」として、社会課題の解決を目指し、「エネルギ

ー・地球環境問題の解決」及び「産業技術力の強化」の

２つのミッションに取り組んでいます。 

海上・港湾・航

空技術研究所 
横須賀市 

 海上・港湾・航空技術研究所は、運輸産業の国際競争

力の更なる強化や海洋の利用促進といった課題解決を技

術面から支えています。 

 横須賀市にある港湾空港技術研究所では、港湾・空港

の整備等に関する研究、そしてそれが位置する沿岸域や

海洋に関する研究を実施しています。  
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■ 県内大学・短期大学等分布図            

 

 

大学・大学院 

1 青山学院大学 

2 麻布大学 

3 桜美林大学 

4 神奈川大学 

5 神奈川工科大学 

6 神奈川歯科大学 

7 鎌倉女子大学 

8 川崎市立看護大学 

9 関東学院大学 

10 北里大学 

11 慶應義塾大学 

12 県立保健福祉大学 

13 國學院大學 

14 国際医療福祉大学 

15 相模女子大学 

16 産業能率大学 

17 松蔭大学 

18 湘南医療大学 

19 湘南鎌倉医療大学 

20 湘南工科大学 

21 昭和大学 

22 昭和音楽大学 

23 女子美術大学 

24 星槎大学 

25 聖マリアンナ医科大学 

26 専修大学 

27 洗足学園音楽大学 

28 多摩大学 

29 鶴見大学 

30 田園調布学園大学 

31 桐蔭横浜大学 

32 東海大学 

33 東京芸術大学 

34 東京工業大学 

35 東京工芸大学 

36 東京都市大学 

37 東京農業大学 

38 東洋英和女学院大学 

39 日本大学 

 

※県内に複数の校舎がある場合、本部がある１箇所のみを、本部が県外にある場合、

学生数が多い１箇所のみを掲載しています。 
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大学・大学院 

40 日本映画大学 

41 日本女子大学 

42 日本体育大学 

43 フェリス女学院大学 

44 文教大学 

45 放送大学 

46 明治大学 

47 明治学院大学 

48 八洲学園大学 

49 横浜国立大学 

50 横浜商科大学 

51 横浜市立大学 

52 横浜創英大学 

53 横浜美術大学 

54 横浜薬科大学 

55 情報セキュリティ大学院大学 

56 総合研究大学院大学 

  
短期大学 

57 和泉短期大学 

58 小田原短期大学 

59 鎌倉女子大学短期大学部 

60 川崎市立看護短期大学 

61 相模女子大学短期大学部 

62 上智大学短期大学部 

63 神奈川歯科大学短期大学部 

64 湘北短期大学 

65 昭和音楽大学短期大学部 

66 洗足こども短期大学 

67 鶴見大学短期大学部 

68 横浜女子短期大学 
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■ データ集                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

（出典：総務省統計局 令和２年国勢調査抽出詳細集計） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

（出典：総務省統計局 国勢調査抽出詳細集計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究者：公的研究機関、大学附属研究所又は企業の研究所・試験所・研究室などの試験・研究
施設において、自然科学、人文・社会科学の分野の基礎的又は応用的な学問上・技術
上の問題を解明するため、新たな理論・学説の発見又は技術上の革新を目標とする専
門的・科学的な仕事に従事するものが分類される。ただし、大学附属研究所などの研
究者のうち、講座を有するものは「教員」に分類される。 

技術者：科学的・専門的知識と手段を応用して、農林水産業における科学的・技術的な仕事に
従事するもの、製品の開発・設計及び電気に関する技術の開発、技術的な仕事及び製
品の生産における工程設計、電気に係る機器又は施設の工事・維持・管理などの仕事
に従事するもの、建築・土木・測量における技術的な仕事に従事するもの及び情報処
理及び情報通信に関する専門知識・経験をもって、技術的な仕事に従事するもの並び
に地質調査技術者など科学的・技術的な仕事に従事するものが分類される。ただし、
研究者、指示を受けて製図のみを行うもの、主に生産現場で作業員の監督を行う仕事
に従事するものは含まれない。 

Ⅰ 研究者、研究施設 

 

１ 県内居住の研究者・技術者数 

県内に居住する就業者の内、

研究者は1万3,710人、技術者は

36万5,170人で、研究者、技術者

ともに東京都に次いで全国第２

位である。 

また、前回調査(平成27年)と

比べると、研究者数は1,500人減

少しており、技術者は4万9,170

人増加している。 
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（出典：総務省統計局 2022年（令和４年）科学技術研究調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：経済産業省 2021（１月～12月）年工場立地動向調査） 

 

 

研究者：大学（短期大学を除く。）の課程を修了した者（又はこれと同等以上の専門的知識を有す
る者）で、特定の研究テーマをもって研究を行っている者をいう。 

２ 全国の男女別研究者数 

令和４年３月31日現在の研究

者数（実数）を男女別にみる

と、男性が80万8,200人（研究

者全体に占める割合82.2％）、

女 性 が 17 万 5,400 人 （ 同

17.8％）となっている。また、

令和３年度の研究者１人当たり

の研究費は2,173万円で、前年

度に比べ0.6％増となってい

る。 

３ 研究所の新規立地件数 

平成24年から令和３年までの

研究所の新規立地件数をみる

と、神奈川県は24件で、全国第

１位の立地件数である。 

（注）工場又は研究所を建設する目的をもって1,000平方メートル以上の用地を取得した事業者を

対象としており、既存の敷地内における工場等の新増設、工場又は研究所以外の事業所、事

務所の建設を目的とした用地取得は含まれていない。 
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（出典：総務省 令和元年経済センサス－基礎調査（甲調査）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：総務省統計局 2022年（令和４年）科学技術研究調査） 

４ 自然科学研究所（民営）の新

規把握件数 

令和元年の自然科学研究所の

新規把握件数をみると、神奈川

県は54件あり、東京都に次いで

第２位の件数である。 

Ⅱ 研究費 

 

１ 全国の科学技術研究費 

令和３年度の我が国の科学技術

研究費（以下「研究費」とい

う。）は19兆7,408億円で、前年

度に比べ2.6％増となっている。 

（注）自然科学研究所とは、日本標準産業分類（平成25年10月改定）に基づく小分類で、理学研究

所、工学研究所、農学研究所、医学・薬学研究所が含まれる。また、令和元年経済センサス

基礎調査より調査の対象が、甲調査（日本標準産業分類に掲げる産業に属する事業所のう

ち、国及び地方公共団体の事業所及び以下に掲げる事業所（※）を除く事業所）と乙調査

（国及び地方公共団体の事業所）に分かれた。乙調査では都道府県別の集計結果は公表され

ていないため、上記には、国及び地方公共団体の件数は含まれない。 

   ※大分類Ａ（農業、林業）、Ｂ（漁業）に属する事業所で個人の経営に係るもの、大分類Ｎ

（生活関連サービス業、娯楽業）のうち、中分類79（その他の生活関連サービス業（小分類

792－家事サービス業に限る。））に属する事業所、大分類Ｒ（サービス業（他に分類され

ないもの））のうち、中分類96（外国公務に属する事業所） 
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（出典：総務省統計局 2022年（令和４年）科学技術研究調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：総務省統計局 2022年（令和４年）科学技術研究調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 研究費の国内総生産(ＧＤＰ)

比率 

令和３年度の我が国の研究費

の国内総生産（ＧＤＰ）に対す

る比率は、3.59％であり平成28

年度から上昇に転じている。 

（注）ＧＤＰは、内閣府「2021年度（令和３年度）国民経済計算年次推計」（2022年12月８日公

表）による。 

３ 研究主体別研究費 

令和３年度の研究費を研究主体

別にみると、企業が14兆2,244億

円、大学等が３兆7,839億円、非

営利団体・公的機関が１兆7,324

億円となっている。これを前年度

と比較すると大学等が2.9％増、

企業が2.6％増、非営利団体・公

的機関が1.9％増となっている。 
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（出典：総務省統計局 2022年（令和４年）科学技術研究調査） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典：総務省統計局 2022年（令和４年）科学技術研究調査） 

 

 

 

 

 

内部使用研究費：企業、非営利団体・公的機関及び大学等の内部（社内）で使用した研究費で、

人件費、原材料費、有形固定資産の購入費、無形固定資産の購入費、リース料

及びその他の経費の合計をいう。また、資金面から見た場合は、自己資金及び

外部（社外）から受け入れた資金のうち、内部（社内）で使用した研究費は含

み、委託研究（共同研究を含む。）等の外部（社外）へ支出した研究費は含ま

ない。 

４ 支出源別研究費 

令和３年度の研究費を支出源別

にみると、民間が16兆1,198億

円、国・地方公共団体が３兆

5,087億円、海外が1,123億円とな

っており、民間が研究費全体の約

８割を占めている。これを前年度

と比較すると、民間が2.2％増、

国・地方公共団体が4.4％増、海

外が16.7％増となっている。 

５ 公営の施設の内部使用研究費 

令和３年度の公営の施設の内部

使用研究費総額をみると、神奈川

県は51億9,300万円で、全国第５

位となっている。 

（注）上記区分の「海外」は，2016年（平成28年）調査（2015年度実績）までは「外国」と表記し

ていた。 
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（出典：文部科学省 科学技術要覧） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

競争的資金：資金配分主体が、広く研究開発課題を募り、提案された課題の中から専門家を含む
複数の者による、科学的・技術的な観点を中心とした評価に基づいて実施すべき課
題を採択し、研究者等に配分する研究開発資金をいう。 

６-１ 国の競争的資金 

令和元年度の国の競争的資

金は4,365億5,000万円で増加

傾向にある。 

令和３年３月５日の競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせにより、「競争

的研究費における各種事務手続き等に係る統一ルールについて」として、競争的資金に

該当する事業と、それ以外の公募型の研究費である各事業を区分することなく「競争的

研究費」として一本化された。 

これにより「科学技術要覧（令和２年度版）」より、「競争的資金」の集計が「競争

的研究費」となり、用語の定義や、表中に掲載の事業の部分に変更が生じている。 

 

令和元年度 6,161億3,800万円（当初予算額） 

令和２年度  6,376億5,600万円（当初予算額） 

 

（出典：文部科学省 科学技術要覧（令和２年度版）） 

競争的研究費：大学、研究開発法人、民間企業等の研究機関において、府省等の公募により競争

的に獲得される経費のうち、研究に係るもの。従来、競争的資金として整理され

てきたものを含む。 

６-２ 国の競争的研究費 
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（出典：総務省統計局 2022年（令和４年）科学技術研究調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国際技術交流：外国との間における特許権、ノウハウの提供や技術指導等、技術の提供又は受入れをいい、技術
貿易ともいう。 

 

Ⅲ 知的財産 

 

１ 国際技術交流（技術貿易） 

令和３年度における企業の国

際技術交流（技術貿易）につい

てみると、技術輸出による受取

額は、３兆6,206億円で４年ぶり

に増加した。技術輸入による支

払額は6,201億円で、２年連続で

増加した。また、技術貿易額を

相手国・地域別にみると、受取

額、支払額共にアメリカ合衆国

が最も多くなっている。 

【主な国別国際技術交流（技術貿易）（令和３年度）】 
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（出典：特許庁 特許行政年次報告書2022年版） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

（出典：文部科学省 大学等における産学連携等実施状況について） 

 

 

２ 特許出願件数 

（日本人によるもの） 

令和３年の神奈川県の特許出

願件数は１万2,727件であり、

東京都、大阪府、愛知県に次い

で全国第４位である。 

３ 大学等における共同研究 

大学等における民間企業との

共同研究において、研究費受入

金額は増加を続けており、令和

２年度の実施件数は前年度より

減少したものの、研究費の受入

金額は過去最高額となってい

る。 

大学等：国公私立大学（短期大学を含む）、国公私立高等専門学校、大学共同利用機関をいう。 
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（出典：文部科学省 大学等における産学連携等実施状況について） 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、科学技術指標2022、調査資料-318、2022年８月） 

 

 

 

 

 

 

 

４ 大学等の特許権実施等収入額 

大学等における特許権実施等

件数は増加を続けており、収入

額も増加傾向にある。 

５ 我が国の論文数の推移 

我が国の論文数は増加傾向に

ある。 

特許権実施等件数：実施許諾または譲渡した特許権（「特許を受ける権利」の段階のものも含む。）の数を指
す。 
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（出典：内閣府 県民経済計算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：内閣府 県民経済計算） 

Ⅳ 産業、景気動向 

 

１ 県民所得 

令和元年度の神奈川県の県民

所得は29兆5,054億円であり、全

国第２位である。 

２ 県内総生産 

令和元年度の神奈川県の県内

総生産（生産者側、名目）は35

兆2,054億円であり、全国第４

位である。 
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（出典：経済産業省 工業統計調査 2020年確報 地域別統計表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：経済産業省 工業統計調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 製造業事業所数 

令和元年の神奈川県の製造業

事業所数は7,267件で、全国第７

位である。 

（注）平成23年は「平成24年経済センサス活動調査」の調査結果に置き換え公表。平成27年は

「平成28年経済センサス活動調査」の調査結果に置き換え公表しているが、平成27年の製

造業の事業所数は公表されていない。 
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（出典：経済産業省 工業統計調査 2020年確報 地域別統計表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：経済産業省 工業統計調査） 

 

 

 

 

 

 

４ 製造品出荷額等 

令和元年の神奈川県の製造品

出荷額等は17兆7,461億円で、

全国第２位である。 

製造品出荷額等：製造品出荷額、加工賃収入額、くず廃物の出荷額及びその他収入額の合計であ

り、消費税及び酒税、たばこ税、揮発油税及び地方揮発油税を含んだ額であ

る。 

（注）平成23年は「平成24年経済センサス活動調査」の調査結果に置き換え公表。平成27年は

「平成28年経済センサス活動調査」の調査結果に置き換え公表している。 
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（出典：総務省統計局 令和元年経済センサス－基礎調査（甲調査）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：経済産業省 令和３年度大学発ベンチャー実態等調査） 

 

 

 

 

５ 製造業（民営）の新規事業所

把握件数 

令和元年の製造業における新

規把握の事業所数は1,447件あ

り、全国第４位の件数である。 

６ 大学発ベンチャー 

令和３年度の神奈川県の大学

発ベンチャー数は177社で、全

国第４位である。 

（注）令和元年経済センサス基礎調査より調査対象が、甲調査（民営事業所に関する集計）と乙

調査（国及び地方公共団体の事業所に関する集計）に分かれた。乙調査では都道府県別の

集計結果は公表されていないため、上記には、国及び地方公共団体の件数は含まれない。 
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（出典：神奈川県景気動向指数令和４（2022）年11月分（速報）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 神奈川県の景気動向指数 

景気の現状を示す一致指数は令和４年11月現在で、57.1％となり、６か月連続で50％

を上回っている。 

景気動向指数：景気動向指数とは、生産、雇用など様々な経済活動での重要かつ景気に敏

感に反応する指標の動きを統合することにより、景気の現状把握及び将来

予測に資するために作成された指標です。景気動向指数には、ＣＩ（コン

ポジット・インデックス）とＤＩ（ディフュージョン・インデックス）が

あります。ＣＩは構成指標の動き（変化量）を合成することで過去と比較

した相対的な景気変動の大きさや勢いを測定します。ＤＩは構成指標のう

ち改善している指標の割合を算出することで景気の各経済部門への波及の

度合い（波及度）を測定し、景気が拡張局面なのか後退局面なのかといっ

た景気の方向性を示します。それぞれ景気に対し先行して動く先行指数、

ほぼ一致して動く一致指数、遅れて動く遅行指数の３本の指数がありま

す。景気の現状把握に一致指数を利用し、先行指数は、一般的に、一致指

数に数か月先行することから、景気の動きを予測する目的で利用します。

遅行指数は、一般的に、一致指数に数か月から半年程度遅行することか

ら、事後的な確認に用います。 

ＤＩ：ＤＩは採用系列のうち改善している指標の割合のことで、景気の各経済部門

への波及の度合いを表します。月々の振れがあるものの、一般的には、景気

の拡張期には一致指数が50％を上回る期間が多くなり、50％を下回る期間が

連続すると後退期の可能性があります。 
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（出典：文部科学統計要覧） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：神奈川の教育統計「令和３年度 公立高等学校等卒業者の進路の状況」より全日制の現役進

学者を抽出） 

２ 神奈川県内の公立高等学校（全日制）の大学進学者及び自然科学系学部への進学率 

令和３年度の県内公立高等学校（全日制）の大学入学者は２万3,536人で、そのうち

自然科学系学部への進学者数は8,127名で増加傾向にある。 

自然科学系学部：工学・理学・農学・保健関連学部をいう。 

Ⅴ 進学傾向 

 

１ 全国の大学入学者数と自然科学系学部への入学者数 

平成24年度からの入学者総数は横ばいであるが、自然科学系学部への入学者数は増加

傾向にある。 

自然科学系学部：工学・理学・農学・保健関連学部をいう。 
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（出典：文部科学省「神奈川県学校基本調査」のうち、県内大学の調査結果について調査票情報の利

用の承認を得て集計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 神奈川県内の大学生自然科学系学部の女性割合 

県内の大学生の自然科学系学部に在籍する学生数は横ばいであるが、女性の割合は増

加傾向にある。 

（注）平成23年度から令和元年度までは速報値。令和２年度は確定値。 

自然科学系学部：工学・理学・農学・保健関連学部をいう。 
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（出典：総務省統計局 国政調査 人口等基本集計結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：総務省統計局 国政調査 人口等基本集計結果） 

 

 

 

 

 

  

Ⅵ 人口 

 

１ 日本の人口の推移 

令和２年の我が国の人口は１

億2,615万人で、平成22年より

減少に転じている。 

２ 都道府県別人口の推移（上位

４団体） 

令和２年の神奈川県の人口は

924万人で、東京都に次いで全

国第２位である。 

２ 都道府県別人口の推移（上位

４団体） 

令和２年の神奈川県の人口は

924万人で、東京都に次いで全

国第２位である。 


